
土木費
173億1,230万円 
10.7%

●
決
算
概
要

　
一
般
会
計
決
算
額
の
歳
入
歳
出
総
額

は
、
歳
入
が
１
，
６
６
６
億
３
８
９
万

円
、
歳
出
が
１
，
６
１
６
億
４
，
１
８

２
万
円
で
し
た
。
歳
入
歳
出
差
引
額
は

49
億
６
，
２
０
７
万
円
で
、
本
年
度
へ

の
繰
越
財
源
を
差
し
引
い
た
実
質
収
支

額
は
、
41
億
95
万
円
の
黒
字
。
こ
の
う

ち
26
億
円
を
財
政
調
整
基
金
へ
積
み
立

て
ま
し
た
。
ま
た
、
令
和
２
年
度
の
実

質
収
支
額
と
の
差
か
ら
基
金
取
り
崩
し

額
な
ど
を
控
除
し
た
実
質
単
年
度
収
支

は
、
20
億
５
６
１
万
円
の
黒
字
と
な
り

ま
し
た
。

　
市
債
は
、
市
庁
舎
一
部
改
築
工
事
に

伴
う
庁
舎
等
整
備
事
業
債
や
、
臨
時
財

政
対
策
債
な
ど
が
増
加
し
た
こ
と
か

ら
、
前
年
度
か
ら
約
27
億
7
千
万
円
の

増
額
と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
財
政
指

標
で
は
経
常
収
支
比
率
が
89
・
3
％
と

な
り
、
前
年
度
よ
り
７
・
８
ポ
イ
ン
ト

改
善
し
ま
し
た
。

　
厳
し
い
財
政
状
況
の
中
、今
後
も
、
市

民
サ
ー
ビ
ス
の
一
層
の
充
実
を
図
る
た

め
、
自
主
財
源
の
確
保
や
事
業
の
選
択

と
集
中
に
努
め
、
市
民
の
視
点
に
立
っ

た
行
財
政
改
革
を
着
実
に
推
進
し
ま
す
。

●
財
政
健
全
化
法
に
基
づ
く
財
政
状
況

指
標

　
決
算
を
基
に
、
財
政
健
全
化
法
の
規

定
に
よ
る
健
全
化
判
断
比
率
と
資
金
不

足
比
率
を
算
定
。
令
和
２
年
度
の
決
算

と
比
較
す
る
と
、
実
質
赤
字
比
率
と
連

結
実
質
赤
字
比
率
は
前
年
度
と
同
様
に

赤
字
額
は
な
く
、
実
質
公
債
費
比
率
は

0
・
1
ポ
イ
ン
ト
悪
化
、将
来
負
担
比
率

は
10
・
4
ポ
イ
ン
ト
改
善
し
ま
し
た
。

　
い
ず
れ
の
指
標
も
早
期
健
全
化
な
ど

を
求
め
ら
れ
る
基
準
を
下
回
り
、
健
全

な
状
態
で
す
。
今
後
も
一
層
の
財
政
健

全
化
を
図
り
ま
す
。

決算のお知らせ

令和
３年度

問 財政課　☎０２７-８９８-６５４２

※市税のうち、目的税である都市計画税は都市計画事業や区画整理事業に、事業所税は道路や下水道、 
環境衛生施設の整備に、入湯税は環境衛生施設や消防施設、観光施設の整備などに活用されています。

市税※
534億8,021万円
32.1%

国庫支出金
360億8,668万円
21.7%

市債
169億6,660万円

10.2%

地方交付税
148億6,270万円

8.9%

県支出金
104億3,067万円

6.3%

地方消費税交付金
83億7,790万円

5.0%

その他
111億217万円
6.6%

その他
77億1,506万円
4.7%

民生費
630億8,157万円
39.0%

総務費
167億4,351万円

10.4%

公債費
157億7,624万円

9.8%

商工費
151億3,061万円

9.4%

教育費
146億5,809万円

9.1%

衛生費
112億2,444万円

6.9%

諸収入
152億9,696万円

9.2%

歳入歳入
1,666億389万円1,666億389万円

歳出歳出
1,616億4,182万円1,616億4,182万円

民生費
各種福祉などの経費
土木費
道路や河川などの整備や維持、都市計画などの経費
総務費
市の内部管理や税金徴収、支所の運営などの経費
公債費
市債の元金や利子の償還金など
商工費
商工業・観光振興、消費生活対策などの経費
教育費
学校や幼稚園、その他教育などの経費
衛生費
健康づくりや感染症対策、ごみの処理などの経費
その他
消防費や農林水産業費、議会費など

市税
市民税や固定資産税、軽自動車税など
国庫支出金
使い道が定めてある国の補助金や負担金など
市債
特定の事業などのために長期的に借り入れるもの
諸収入
広告収入など他の区分に該当しないもの
地方交付税
国が使い道を定めず交付するもの
県支出金
使い道が定めてある県の補助金や負担金など
地方消費税交付金
消費税の一部を国が交付するもの
その他
使用料・手数料や分担金など

歳入

歳出

用語解説
�実質赤字比率�
一般会計と一部の特別会計を合わせた赤字の割合
�連結実質赤字比率 
全ての会計を合わせた赤字の割合
実質公債費比率 
公債費（借入金と利息の返済額）とこれに準ずる経費の割合
�将来負担比率 
企業会計、出資法人も含めた将来の支払予定額の割合
資金不足比率 
事業規模からみた各公営企業の資金不足の割合

●健全化判断比率（単位：％）

区　分 実質赤字 
比率

連結実質 
赤字比率

実質公債費
比率

将来 
負担比率

本市の指標 赤字額なし 赤字額なし ８．０ ５５．６
早期健全化基準※ １１．２５ １６．２５ ２５．０ ３５０．０ 
財政再生基準※ ２０．００ ３０．００ ３５．０ － 

●資金不足比率（単位：％）

区　分 水道
事業会計

下水道
事業会計

農業集落
排水事業
特別会計

新エネルギー
発電事業
特別会計

産業立地
推進事業
特別会計

本市の指標 資金不足額なし
経営健全化基準※ ２０．０ ２０．０ ２０．０ ２０．０ ２０．０
※�基準を超えた場合は、財政健全化や財政再生の手続きに入らなければ

なりません。

令和３年度各会計決算
会　計　名 歳　入 歳　出

一般会計 1,666 億 389 万円 1,616 億 4,182 万円

特
別
会
計

国民健康保険 332 億 4,883 万円 325 億 3,506 万円
後期高齢者医療 45 億 982 万円 45 億 196 万円
競輪 243 億 4,538 万円 240 億 9,400 万円
農業集落排水事業 12 億 7,824 万円 12 億 6,811 万円
介護保険 325 億 656 万円 320 億 9,349 万円
母子父子寡婦福祉
資金貸付金 5,302 万円 836 万円

新エネルギー発電事業 1 億 5,374 万円 1 億 3,968 万円
用地先行取得事業 - -
産業立地推進事業 8 億 9,282 万円 8 億 8,563 万円

小　　　計 969 億 8,841 万円 955 億 2,629 万円
合　計 2,635 億 9,230 万円 2,571 億 6,811 万円

会　計　名 収　入 支　出
企
業
会
計

水道事業 75 億 4,797 万円 96 億 7,373 万円

下水道事業 100 億 4,379 万円 121 億 2,864 万円
合　計 175 億 9,176 万円 218 億 237 万円

※�水道事業・下水道事業の支出は、現金支出を伴わない減価償却費を
含んでいます。　

令和３年度に実施した主な施策・事業と決算額
●６つのまちづくりの方向性
人をはぐくむまちづくり（教育・人づくり）
情報教育推進事業

（GIGA スクール構想などを実施） 3 億 2,649 万円

特別支援学級介助員の配置（63 人→ 66 人） 6,633 万円
希望をかなえるまちづくり（結婚・出産・子育て）
特定不妊治療費助成 1 億 6,439 万円
放課後児童クラブの運営 11 億 2,188 万円
生涯活躍のまちづくり（健康・福祉）
新型コロナウイルスワクチン接種事業 22 億 7,068 万円
18 歳になる年度までの入院医療費無料化 1,033 万円
活気あふれるまちづくり（産業振興）
キャッシュレスポイント還元事業 6,216 万円
サテライトオフィス誘致推進補助金 331 万円
魅力あふれるまちづくり（シティプロモーション）
上武道路「道の駅」設置事業 11 億 5,234 万円
前橋・赤城スローシティ地域づくり推進事業 799 万円
持続可能なまちづくり（都市基盤）
前橋版 MaaS 実装事業 4,121 万円
重要給水施設管路耐震化事業 2 億 2,483 万円

　昨年度の各会計決算が、９月に開かれた第３回定例市議会
で認定されました。その概要についてお知らせします。本市
ホームページにも詳しい資料を掲載しています。なお、金額
は１万円未満を整理しています。
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